
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

前年度 3,996,391 0

要求額 3,971,689 0

決定額 3,971,689 0

公立高等学校等就学支援金

(前年度予算額： 3,996,4033,971,714１ 事 業 費 千円)

（各課様式１）

使用料 財　産区  分

手数料

予 算 要 求 資 料

令和５年度当初予算 支出科目 款：教育費　項：教育総務費　目：進学奨励費

 ＜財源内訳＞

事 業 名

0 0 12 0

事業費

3,996,403

寄附金

0

一　般
財　源

0

財 源 内 訳

0

１　就学支援金【法定受託事務】
　・公立高等学校の生徒の授業料に充てる支援金の支給
　・就学支援金の受給は世帯（保護者等）の市町村民税の課税標準額×6％
　　－市町村民税の調整控除の額が合計304,200円未満（世帯年収約910万円）
　　の生徒に限定
　　支給額：授業料相当額

　　対象生徒：平成26年4月以降の入学者

２　就学支援事業事務費・人件費
　　就学支援金の支給に係る事務費及び人件費

0 25 0

教育委員会教育財務課管理経理係 電話番号：058-272-1111（内8565）

E-mail： c17773@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

0 0 25 0

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0

　公立高等学校等の生徒がその授業料に充てるために高等学校等就学支援金の支給を受け
ることにより、高等学校等における教育に係る経済的負担の軽減を図り、もって教育の機
会均等に寄与することを目的とする。

3,971,714

3,971,714

（１）要求の趣旨（現状と課題）

0

0

0



（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

（２）事業主体及びその妥当性
　高等学校等就学支援金の支給に関する法律第4条（受給資格の認定）、第6条第1項（就学
支援金の支給）の規程により、市立高等学校を含んだ公立高等学校等に係る就学支援金の
受給資格の認定及び支給は、都道府県教育委員会が行うこととされている。

　

４ 参 考 事 項

（１）国・他県の状況

3,971,714

事業内容の詳細

県立高校生徒の授業料に充てる支援金の支給

就学支援金の支給に係る事務費及び人件費等

合計

31,550

就学支援金

事務費・人件費
等

【補助率】　10/10
【財　源】　公立高等学校等就学支援金交付金

　平成26年4月1日（法施行日）前から引き続き高等学校等に在学する者については、従前
の公立高校の授業料無償化制度を適用。
　公立高等学校等就学支援金を補完するものとして「公立高等学校等学び直し支援金」を
支給。

　高等学校等就学支援金の支給に関する法律による法定受託事務であり、すべての都道府
県が適用される。

決定額の考え方

事業内容

３ 事業費の積算 内訳

金額

3,940,164


